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平成25年度予算見積調書(2月補正予算)

B28

課室名:課室名:企業立地課

内線:内線:3778

事業名

事 業
期 間

根 拠
法 令

平成16年度～
平成28年度

会計 款 項 目

一般会
計

商工業
費

商工費 販路拡張費

説明事業

国際経済協力交流費

戦略項目

担当名:担当名:国際経済担当

なし 07　　　世界水準の中小企業

030101　がんばる中小企業の支援

予算額

決定額 △4,321△4,321

現計額 106,557106,557

△4,321△4,321

106,557106,557

102,236102,236

補正後の
予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

番号

中小企業国際化支援事業

１　事業概要

　県内企業の国際競争力の強化と海外市場への販路拡大

を目指し、海外ビジネス展開を支援することで、本県経

済の活性化及び雇用の拡大と税収の確保を図る。

（１）中国ビジネス支援事業　　　  　  △3,909千円

（２）アセアンビジネス支援事業　　    　 △44千円

（３）米国ビジネス支援事業　　　　　     △59千円

（４）産業振興公社人件費      　　　　　△309千円

２　事業主体及び負担区分

　（県10/10）

３　地方財政措置の状況

　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

　9,500千円×4人＝38,000千円

５　事業説明
（１）事業内容
　　ア　中国ビジネス支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　28,242千円
　　　・上海ビジネスサポートセンターの運営(通年、アドバイザー他2人)
　　　・訪問団の派遣(11月予定、山西省・上海市近郊5日間、部長他3人)
　　イ　アセアンビジネス支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　15,252千円
　　　・アセアンビジネスサポートデスク運営(通年、アドバイザー1人)
　　　・知事をトップとするアセアン訪問団派遣(8月予定、ベトナム・タイ5日間、知事・部長他6人)
　　ウ　米国ビジネス支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　10,453千円
　　　・日米中西部会への参加(9月、東京開催)
　　　・産業労働部長による米国ニーズ掘り起こし(10月予定、8日間、部長他2人)
　　　・米国での医療機器関連展示会出展支援(2回)、専門家による企業支援(通年)
　　エ　国内における国際化支援事業　　　　　　　　　　　　　　　19,169千円
　　　　埼玉県産業振興公社にアドバイザー(1人)、アシスタント(2人)を配置し、貿易投資相談、セミナー等を実施
（２）事業計画
　　　平成25年度～平成28年度

（３）事業効果

　　（４）産業振興公社人件費：公社職員の給与の特例減額及び退職手当制度の改正に伴う減額。

　　　埼玉県５か年計画に基づき中小企業の海外展開を支援

　　　県内企業の国際競争力の強化と海外取引活動の活性化及び外資系企業、関連施設の誘致による雇用の拡大や税収
　　の確保が期待できる。
（４）県民・民間活力、職員のマンパワー、他団体との連携状況
　　　日本貿易振興機構(JETRO)、さいたま市と協力して事業を実施
（５）補正予算の概要
　　（１）中国ビジネス支援事業：山西省及び上海市近郊訪問中止並びに事務経費の節減により生じた執行残の減額。
　　（２）アセアンビジネス支援事業：事務経費の節減により生じた執行残の減額。
　　（３）米国ビジネス支援事業：事務経費の節減により生じた執行残の減額。

(単位：千円)

分野施策


